
第98期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（自2020年４月１日 至2021年３月31日）

第一実業株式会社

上記事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、当社のウェブサイト
（https://www.djk.co.jp/）に掲載することにより、株主のみなさまに提供しておりま
す。
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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 連結子会社 17社
　 ㈱第一メカテック、第一実業ビスウィル㈱、第一実業ソーラーソリューション㈱、
　 DAIICHI JITSUGYO (AMERICA), INC.、DJK GLOBAL MEXICO, S.A. DE C.V.、

DJK EUROPE GMBH、上海一実貿易有限公司、第一実業(香港)有限公司、
　 第一実業(広州)貿易有限公司、DAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD.、
　 DAIICHI JITSUGYO (THAILAND) CO., LTD.、DAIICHI PROJECT SERVICE CO., LTD.、
　 DAI-ICHI JITSUGYO (MALAYSIA) SDN. BHD.、DAIICHI JITSUGYO (PHILIPPINES), INC.、
　 PT.DJK INDONESIA、DAIICHI JITSUGYO (VIETNAM) CO., LTD.、

DAIICHI JITSUGYO INDIA PVT. LTD.
（2）主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

　 ㈱フロー・ダイナミックス、ディー・ジェー・ケー興産㈱、第一エンジニアリング㈱、
　 一實股份有限公司、DC ENERGY GMBH

非連結子会社はいずれも小規模会社であり、各社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等の
各合計は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりませんので連結の範囲に含めておりませ
ん。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び名称

　 関連会社 １社
　 ㈱浅野研究所
（2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な会社等の名称

　 非連結子会社
　 ㈱フロー・ダイナミックス、ディー・ジェー・ケー興産㈱、第一エンジニアリング㈱、
　 一實股份有限公司、DC ENERGY GMBH
　 関連会社
　 第一スルザー㈱
（3）持分法を適用しない理由

持分法非適用会社はいずれも小規模会社であり、親会社株主に帰属する当期純利益及び連結利益剰余
金等に重要な影響を及ぼしておりませんので持分法を適用しておりません。

　

― 1 ―

2021年05月18日 20時20分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



3. 連結子会社の決算日等に関する事項
DJK GLOBAL MEXICO, S.A. DE C.V.、上海一実貿易有限公司及び第一実業(広州)貿易有限公司の決

算日は12月31日であります。連結計算書類を作成するにあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連
結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券
　 イ．満期保有目的の債券
　 償却原価法を採用しております。
　 ロ．その他有価証券
　 時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　 時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② デリバティブ取引
時価法を採用しております。

　 ③ たな卸資産
主として先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を採用しております。
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産
　 イ．建物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用し
ております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年
工具、器具及び備品 ２～28年
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産については、リース期間を耐用年数と
し、リース期間満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法を採用しております。

　 ロ．ＥＳＣＯ事業資産
ＥＳＣＯ事業資産は、当社が行うＥＳＣＯ事業（コジェネレーション事業）用の資産で、顧客と
の契約期間（15年）に基づく定額法を採用しております。
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　 ハ．太陽光発電事業資産
太陽光発電事業資産は、当社が行う太陽光発電事業用の資産で、太陽光発電予定年数（20年）に
基づく定額法を採用しております。

　 ニ．賃貸用資産
主に賃貸契約に基づく賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間満了時の処分見積価額を残存価額とす

る定額法を採用しております。
　 ② 無形固定資産
　 イ．製造販売権

製造販売権は、バイナリー発電装置の国内独占的製造権・販売権等で、利用可能期間（10年）に
基づく定額法を採用しております。

　 ロ．ソフトウエア
定額法を採用しております。なお、ソフトウエアの主な耐用年数は３～８年であります。

（3）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、当連結会計年度末における回収不能見込額を
計上しております。

　 ② 賞与引当金
従業員、執行役員及び使用人兼務役員（使用人分）に支給する賞与の支出に充てるため、当連結会

計年度末における支給見込額に基づき計上しております。
　 ③ 役員賞与引当金

取締役に支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上し
ております。

　 ④ 役員退職慰労引当金
役員の退任時の退職慰労金の支出に備えるため、退職慰労金のうち内規に基づき算定された当連結

会計年度末における要支給額を計上しております。
　 ⑤ 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、か
つ、当該損失額を合理的に見積もることができるものについて、翌連結会計年度以降の損失見積額を
計上しております。

　 ⑥ アフターサービス引当金
商品のアフターサービスによる費用支出に備えるため、得意先との取決め等に基づく発生見込額を

計上しております。
（4）収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上は、リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方
法によっております。
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（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　 ① 退職給付に係る会計処理の方法
　 イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

　 ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額を費用処理しております。
　 ② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めて計上しております。

　 ③ 重要なヘッジ会計の方法
　 イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。為替予約が付されている外貨建債権債務等で振当処理の要件
を満たしているものについては、振当処理を行っております。

　 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

　 ハ．ヘッジ方針
ヘッジ対象に係る為替変動リスクを回避し、キャッシュ・フローを固定化することを目的とし

て、社内規程に基づき一定の範囲内でリスクをヘッジしております。
　 ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半
期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略することとしておりま

す。
　 ④ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度
から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計
年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

退職給付債務及び費用（退職給付に係る資産）
・当連結会計年度計上額 1,283百万円
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
退職給付債務及び費用に関する見積りや前提条件については、前述の「連結計算書類の作成のための基

本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項 （5）その他連結計算書類の作成のため
の重要な事項 ①退職給付に係る会計処理の方法」をご参照ください。
退職給付債務計算に使用する割引率は、現在利用可能で、かつ、年金給付の支払期日までの間利用可能
と予想される優良債券の利回りなどを考慮して決定しております。年金資産の長期期待運用収益率は、現
在及び将来予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産から現在及び将来期待される長
期の収益率を考慮して決定しております。
使用した前提条件と方法は適切であると判断しておりますが、これらの前提条件には管理不能な不確実
性が含まれているため、前提条件と実際の結果が異なる場合、又は、前提条件の変更がある場合には、翌
連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保資産

取引保証金等の代用として差入れられている担保資産は次のとおりであります。
投 資 有 価 証 券 9百万円

2. 貸出コミットメント契約
当社は、運転資金の機動的かつ安定的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結

しております。当連結会計年度末における借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 12,000百万円
借 入 実 行 残 高 6,000百万円
差 引 額 6,000百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

株 株 株 株
発行済株式
普通株式 11,086,400 － － 11,086,400

自己株式
普通株式 393,570 1,347 55 394,862

（注）1．自己株式の株式数の増加1,347株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
2．自己株式の株式数の減少55株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
百万円 円

2020年６月24日
定時株主総会 普通株式 748 70.00 2020年３月31日 2020年６月25日
2020年11月４日
取締役会 普通株式 641 60.00 2020年９月30日 2020年11月27日

3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

百万円 円
2021年６月23日
定時株主総会 普通株式 748 利益剰余金 70.00 2021年３月31日 2021年６月24日

4. 当連結会計年度の末日において発行している新株予約権（新株予約権を行使することができる期間の初日
が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 49,400株
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。
営業債権である受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、社内規程に沿っ

てリスク低減を図っております。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに
時価の把握を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金の使途は運転

資金（主として短期）であります。
デリバティブは社内規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）
2をご参照ください）。

連結貸借対照表計上額 時価 差額
百万円 百万円 百万円

（1）現金及び預金 33,295 33,295 －
（2）受取手形及び売掛金 32,572 32,553 △19
（3）電子記録債権 2,081 2,081 －
（4）投資有価証券 7,107 7,107 0
資産計 75,056 75,037 △19
(1) 支払手形及び買掛金 30,678 30,675 △3
(2) 短期借入金 6,918 6,918 －
(3) 長期借入金 (＊1) 675 673 △2
負債計 38,272 38,266 △5
デリバティブ取引 (＊2) (301) (301) －
（＊1）１年内返済予定の長期借入金（195百万円）は、連結貸借対照表上、短期借入金に含めて記載しておりますが、本注記では
　 長期借入金に含めて記載しております。
（＊2）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした額で表示しており、合計で正味の債務となる場合は( )で表示しておりま
　 す。
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（注）1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　 資 産
　 （1）現金及び預金

預金はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （2）受取手形及び売掛金
受取手形及び売掛金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味し
た利率により割り引いた現在価値によっております。
なお、一部の外貨建売掛金について為替予約の振当処理を行っており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該売掛金の
時価は、ヘッジ手段である為替予約と一体として算定する方法によっております。

　 （3）電子記録債権
電子記録債権はすべて短期であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （4）投資有価証券
投資有価証券の時価は、取引所における株式及び債券の時価によっております。

　
　 負 債
　 （1）支払手形及び買掛金

支払手形及び買掛金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに債務額を満期までの期間及び信用リスクを加味し
た利率により割り引いた現在価値によっております。
なお、一部の外貨建買掛金について為替予約の振当処理を行っており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該買掛金の
時価は、ヘッジ手段である為替予約と一体として算定する方法によっております。

　 （2）短期借入金
すべて短期借入であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （3）長期借入金
長期借入金の時価は元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっ

ております。

　 デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
なお、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金又は買掛金と一体として処理されているため、そ
の時価は、当該売掛金又は買掛金の時価に含めて記載しております（上記「資産」（2）、「負債」（1）参照）。

（注）2. 非上場株式（連結貸借対照表計上額2,825百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなど
ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産（4）投資有価証券」には含めておりません。

　
（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 5,023.70円
2. １株当たり当期純利益 444.70円
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　

（注）連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表の記載金額は、百万円未満の端数を切捨てて表
示しております。
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　 ① 満期保有目的の債券
償却原価法を採用しております。

　 ② 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

　 ③ その他有価証券
　 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

　 時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

（2）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採

用しております。
（4）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　 ① 建物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品
定率法を採用しており、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年
工具、器具及び備品 ２～20年
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産については、リース期間を耐用年数と

し、リース期間満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法を採用しております。
　 ② ＥＳＣＯ事業資産

ＥＳＣＯ事業資産は、当社が行うＥＳＣＯ事業（コジェネレーション事業）用の資産で、顧客との
契約期間（15年）に基づく定額法を採用しております。
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　 ③ 太陽光発電事業資産
太陽光発電事業資産は、当社が行う太陽光発電事業用の資産で、太陽光発電予定年数（20年）に基

づく定額法を採用しております。
　 ④ 賃貸用資産

主に賃貸契約に基づく賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間満了時の処分見積価額を残存価額とする
定額法を採用しております。

（2）無形固定資産
　 ① 製造販売権

製造販売権は、バイナリー発電装置の国内独占的製造権・販売権等で、利用可能期間（10年）に基
づく定額法を採用しております。

　 ② ソフトウエア
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。
　
3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、当事業年度末における回収不能見込額を計上して
おります。

（2）賞与引当金
従業員及び執行役員に支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度末における支給見込額に基づき

計上しております。
（3）役員賞与引当金

取締役に支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しており
ます。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により費用処理しております。
（5）受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該
損失額を合理的に見積もることができるものについて、翌事業年度以降の損失見積額を計上しておりま
す。

（6）アフターサービス引当金
商品のアフターサービスによる費用支出に備えるため、得意先との取決め等に基づく発生見込額を計

上しております。

4. 収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上は、リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法

によっております。

5. その他計算書類作成のための基準となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。また、当事業年度末における年金資産が、退職給
付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超過しているため、前払年金費用として投資その他の資
産の「その他」に含めて計上しております。

（2）ヘッジ会計の方法
　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。為替予約が付されている外貨建債権債務等で振当処理の要件を
満たしているものについては、振当処理を行っております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

　 ③ ヘッジ方針
ヘッジ対象に係る為替変動リスクを回避し、キャッシュ・フローを固定化することを目的として、

社内規程に基づき一定の範囲内でリスクをヘッジしております。
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　 ④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期

ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略することとしておりま

す。
（3）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（表示方法の変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から
適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

退職給付債務及び費用（前払年金費用）
・当事業年度計上額 761百万円
・その他見積りの内容に関する理解に資する情報
退職給付債務及び費用に関する見積りや前提条件については、前述の「重要な会計方針に係る事項に関

する注記 ３．引当金の計上基準 （4）退職給付引当金」及び「重要な会計方針に係る事項に関する注記
５．その他計算書類作成のための基準となる重要な事項 （1）退職給付に係る会計処理」をご参照くださ
い。
退職給付債務計算に使用する割引率は、現在利用可能で、かつ、年金給付の支払期日までの間利用可能
と予想される優良債券の利回りなどを考慮して決定しております。年金資産の長期期待運用収益率は、現
在及び将来予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産から現在及び将来期待される長
期の収益率を考慮して決定しております。
使用した前提条件と方法は適切であると判断しておりますが、これらの前提条件には管理不能な不確実
性が含まれているため、前提条件と実際の結果が異なる場合、又は、前提条件の変更がある場合には、翌
事業年度の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,193百万円
短 期 貸 付 金 300百万円
買 掛 金 2,136百万円

2. 担保資産
取引保証金等の代用として差入れられている担保資産は次のとおりであります。
投 資 有 価 証 券 9百万円

3. ＥＳＣＯ事業資産
当社が行うＥＳＣＯ事業（コジェネレーション事業）用の資産の内訳は次のとおりであります。
建 物 5百万円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 127百万円

4. 太陽光発電事業資産
当社が行う太陽光発電事業用の資産の内訳は次のとおりであります。
建 物 19百万円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 740百万円
工 具、 器 具 及 び 備 品 4百万円
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5. 保証債務
下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。
DAIICHI JITSUGYO (AMERICA)，INC. 35百万円

（US$316千)

DJK EUROPE GMBH 663百万円
(US$209千、EUR4,874千)

上海一実貿易有限公司 75百万円
（US$486千、20百万円)

第一実業(広州)有限公司 3百万円
(RMB225千)

第一実業(香港)有限公司 690百万円

DAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD. 14百万円

DAIICHI JITSUGYO（THAILAND） 0百万円
CO., LTD. (THB56千)

DAI-ICHI JITSUGYO (MALAYSIA) 100百万円
SDN.BHD.

PT. DJK INDONESIA 19 百万円
(IDR2,150,518千)

DAIICHI JITSUGYO INDIA PVT. 16 百万円
LTD. (INR9,606千)

6. 貸出コミットメント契約
当社は、運転資金の機動的かつ安定的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結

しております。当事業年度末における借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 12,000百万円
借 入 実 行 残 高 6,000百万円
差 引 額 6,000百万円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
売 上 高 20,485百万円
仕 入 高 11,242百万円
営業取引以外の取引高 168百万円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 394,862株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 53百万円
賞与引当金 205百万円
未払事業税等 59百万円
投資有価証券評価損 155百万円
アフターサービス引当金 166百万円
関係会社株式 286百万円
減損損失 271百万円
繰延ヘッジ損失 85百万円
その他 302百万円
繰延税金資産小計 1,585百万円
評価性引当額 △548百万円
繰延税金資産合計 1,037百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 1,324百万円
前払年金費用 227百万円
その他 66百万円
繰延税金負債合計 1,617百万円

繰延税金負債の純額 580百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
属性 会社等の名称 議決権等の

所有割合
関連当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

百万円 百万円

子会社 上海一実貿易有限公司 直接
100.00％

商品の売買
役員の兼務

商品の
販売 13,084 売掛金 3,111

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,634.11円
2. １株当たり当期純利益 311.38円
　
　
（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

　

　
　

　

（注）貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の記載金額は、百万円未満の端数を切捨てて表示しておりま
す。
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